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平成２２年度 一般会計決算見込について

○歳入総額、歳出総額ともに前年度に比べ減少。

国の補正予算に伴う交付金などにより増加した平成２１年度を除き、平成１３年度以降、減少

が続いている。

○実質収支は６７億円。

行財政改革アクションプランの初年度として、県事業、補助金、公の施設等及び外郭団体の見

直しによる歳出削減対策、職員定員の削減及び臨時的給与抑制などによる人件費の削減、県有

財産の有効活用や外部資金の導入などの歳入確保対策を実施した結果、例年並みの実質収支を

確保した。

○歳入では、県税は前年度に比べ減少したものの当初予算額との比較では増加しており、地方譲

与税、地方交付税は前年度に比べ増加。また、公立高等学校の授業料無償化により使用料及び

手数料が減少し、前年度に国の補正予算に伴い増加した国庫支出金が減少。

○歳出では、行財政改革アクションプランによる歳出削減対策などにより、すべての区分におい

て前年度に比べ減少。前年度に税の還付金・加算金が大幅に増加した総務費、前年度に国の補

正予算に伴う基金の積立などにより増加した民生費、衛生費、また、投資的経費の事業量減に

よる農林水産業費、土木費などの減少幅が大。

＜主な指標等＞

○経常収支比率 ９３．６％（Ｈ21 ９８．９％）

○県債発行残高の状況

Ｈ２２年度末現在高 １兆３，７２７億円（県民１人当たり６６１千円）

（Ｈ２１年度末現在高 １兆３，４３４億円（県民１人当たり６４５千円））

○積立基金の状況

Ｈ２２年度末現在高 ９３０億円（県民１人当たり４５千円）

（Ｈ２１年度末現在高 ９５４億円（県民１人当たり４６千円））

歳入総額は、７，８５０億円で前年度（８，４１５億円）に比べ５６５億円（６．７％）の減

となった。

(1) 県 税
・ １，９５６億円で前年度（２，０７９億円）に比べ、１２３億円（５．９％）の減となっ

た。（３年連続の減）

・ これは、税収の一部が地方法人特別税（国税）とされた影響により、主要税目である法人

事業税が前年度に比べて大きく減収となったことや、個人所得の落ち込みにより個人県民税

が減収となったこと、さらに、消費関連税目の自動車取得税や不動産取得税などが前年度を

下回ったことによるものである。

・ なお、徴収率は、９５．９％で、前年度と同率となった。
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【増の主なもの】

法 人 県 民 税 21.7％ 17億円（ 75 → 92億円）

【減の主なもの】

法 人 事 業 税 ▲ 15.6％ ▲ 52億円（ 330 → 278億円）

個 人 県 民 税 ▲ 9.6％ ▲ 68億円（ 716 → 648億円）

不動産取得税 ▲ 13.4％ ▲ 7億円（ 47 → 40億円）

自動車取得税 ▲ 17.6％ ▲ 9億円（ 48 → 39億円）

(2) 地方譲与税
・ ２７６億円で前年度（１４８億円）に比べ、１２８億円（８６．３％）の増となった。

・ これは、平成２０年度税制改正において、地域間の税源偏在を是正する観点から地方法人

特別譲与税が創設され、その譲与額が平成２２年度に平準化されたことによる増である。

(3) 地方交付税
・ １，７９０億円で前年度（１，６６４億円）に比べ１２６億円（７．６％）の増となった。

【増の主なもの】

普 通 交 付 税 7.6％ 125億円（ 1,641 → 1,766億円）

(4) 使用料及び手数料
・ ８６億円で前年度（１３８億円）に比べ５２億円（３７．５％）の減となった。

・ これは、公立高等学校の授業料無償化に伴い、高等学校授業料などが減となったことによ

るものである。

【減の主なもの】

高等学校授業料 ▲ 99.9％ ▲ 48.9億円（ 49 → 0.1億円）

(5) 国庫支出金
・ １，０４７億円で前年度（１，４３５億円）に比べ３８８億円（２７．０％）の減となっ

た。

・ これは、国の補正予算に伴う交付金などが減となったことによるものである。

【減の主なもの】

地 域 活 性 化 ・ 公 共 投 資 臨 時 交 付 金 皆減 ▲ 105億円（ 105 → 0億円）

介 護 職 員 処 遇 改 善 等 臨 時 特 例 交 付 金 皆減 ▲ 82億円（ 82 → 0億円）

地 域 活 性 化 ･ 経 済 危 機 対 策 臨 時 交 付 金 皆減 ▲ 69億円（ 69 → 0億円）

地 域 医 療 再 生 臨 時 特 例 交 付 金 皆減 ▲ 50億円（ 50 → 0億円）

森 林 整 備 加 速 化 ･ 林 業 再 生 交 付 金 ▲ 87.7％ ▲ 40億円（ 46 → 6億円）

緊 急 雇 用 創 出 事 業 臨 時 特 例 交 付 金 ▲ 28.9％ ▲ 36億円（ 125 → 89億円）

介 護 基 盤 緊 急 整 備 等 臨 時 特 例 交 付 金 ▲ 67.1％ ▲ 28億円（ 42 → 14億円）

(6) 財産収入
・ ２４億円で前年度（３２億円）に比べ８億円（２４．１％）の減となった。

・ これは、信託財産売払収入などが減となったことによるものである。

【減の主なもの】

信託財産売払収入 ▲ 99.9％ ▲ 12億円（ 12 → 0億円）
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(7) 寄 附 金
・ ４億円で前年度（５３億円）に比べ４９億円（９１．６％）の減となった。

・ これは、外郭団体からの基金の引上げなどが減となったことによるものである。

【減の主なもの】

国 際 交 流 ･ 多 文 化 共 生 推 進 基 金 皆減 ▲ 27億円（ 27 → 0億円）

ひ だ ・ み の じ ま ん 振 興 基 金 皆減 ▲ 13億円（ 13 → 0億円）

花の都ぎふ推進基金 皆減 ▲ 12億円（ 12 → 0億円）

(8) 繰 入 金
・ ２９０億円で前年度（３１４億円）に比べ２４億円（７．５％）の減となった。

【基金繰入金の主なもの】

財政調整基金 492.9％ 60億円（ 12 → 72億円）

県債管理基金 ▲ 99.0％ ▲ 20.8億円（ 21 → 0.2億円）

県有施設整備基金 ▲ 97.8％ ▲ 156億円（ 160 → 4億円）

介 護 職 員 処 遇 改 善 等 臨 時 特 例 基 金 216.5％ 18億円（ 8 → 26億円）

緊 急 雇 用 創 出 事 業 臨 時 特 例 基 金 61.7％ 24億円（ 40 → 64億円）

森 林 整 備 加 速 化 ・ 林 業 再 生 基 金 297.3％ 17億円（ 5 → 22億円）

地 域 活 性 化 ・ 公 共 投 資 基 金 皆増 26億円（ 0 → 26億円）

(9) 県 債
・ １，２１９億円で前年度（１，２２３億円）に比べ４億円（０．３％）の減となった。

・ これは、一般公共事業債の減などによるものである。

・ なお、歳入に占める県債の割合は１５．５％と、前年度に比べ１．０ポイント増加した。

【増の主なもの】

臨時財政対策債 34.1％ 178億円（ 522 → 700億円）

【減の主なもの】

一般公共事業債 ▲ 27.4％ ▲ 94億円（ 343 → 249億円）

行政改革推進債 ▲ 58.9％ ▲ 17億円（ 29 → 12億円）

減収補てん債 皆減 ▲ 45億円（ 45 → 0億円）

歳出総額は、７，７２４億円で前年度（８，３２８億円）に比べ６０４億円（７．３％）の

減となった。

(1) 総 務 費
・ ５０４億円で前年度（６９６億円）に比べ１９２億円（２７．７％）の減となった。

・ これは、財政調整基金積立金及び還付金・加算金の減などによるものである。

【減の主なもの】

財政調整基金積立金 ▲ 30.0％ ▲ 48億円（ 160 → 112億円）

県債管理基金積立金 ▲ 99.1％ ▲ 22.8億円（ 23 → 0.2億円）

還付金・加算金 ▲ 86.4％ ▲ 80億円（ 93 → 13億円）
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(2) 民 生 費
・ ９０９億円で前年度（９９０億円）に比べ８１億円（８．２％）の減となった。

・ これは、国の補正予算に伴う介護職員処遇改善等臨時特例基金積立金などが減となったこ

とによるものである。

【増の主なもの】

介護職員処遇改善等臨時特例基金交付金助成費 222.0％ 16億円（ 7 → 23億円）

後期高齢者医療費助成費 4.6％ 7億円（ 142 → 149億円）

介護保険事業県負担金 5.3％ 9億円（ 166 → 175億円）

障 害 者 自 立 支 援 給 付 費 負 担 金 12.1％ 5億円（ 41 → 46億円）

保険基盤安定負担金 14.0％ 5億円（ 40 → 45億円）

【減の主なもの】

介護 職 員 処 遇 改 善 等 臨 時 特 例 基 金 積 立 金 皆減 ▲ 82億円（ 82 → 0億円）

介護 基 盤 緊 急 整 備 等 臨 時 特 例 基 金 積 立 金 ▲ 67.1％ ▲ 28億円（ 42 → 14億円）

子 育 て 支 援 対 策 臨 時 特 例 基 金 積 立 金 ▲ 66.3％ ▲ 17億円（ 26 → 9億円）

重 度 心 身 障 害 者 医 療 費 負 担 金 助 成 費 ▲ 19.3％ ▲ 9億円（ 45 → 36億円）

乳 幼 児 医 療 費 負 担 金 助 成 費 ▲ 21.0％ ▲ 4億円（ 20 → 16億円）

父 母 子 家 庭 等 医 療 費 負 担 金 助 成 費 ▲ 17.7％ ▲ 2億円（ 7 → 5億円）

(3) 衛 生 費
・ ２２５億円で前年度（２６７億円）に比べ４２億円（１５．６％）の減となった。

・ これは、国の補正予算に伴う地域医療再生臨時特例基金積立金などが減となったことによ

るものである。

【増の主なもの】

子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時基金積立金 皆増 19億円（ 0 → 19億円）

地 方 独 立 行 政 法 人 共 済 組 合 県 負 担 金 皆増 11億円（ 0 → 11億円）

【減の主なもの】

地 域 医 療 再 生 臨 時 特 例 基 金 積 立 金 皆減 ▲ 69億円（ 69 → 0億円）

地方 独 立 行 政 法 人 経 営 安 定 化 基 金 積 立 金 皆減 ▲ 10億円（ 10 → 0億円）

(4) 労 働 費
・ １８０億円で前年度（１８５億円）に比べ５億円（２．８％）の減となった。

・ これは、国の補正予算に伴う緊急雇用創出事業臨時特例基金積立金などが減となったこと

によるものである。

【増の主なもの】

緊 急 雇 用 創 出 事 業 臨 時 特 例 基 金 事 業 費 55.8％ 22億円（ 40 → 62億円）

ふ る さ と 雇 用 再 生 特 別 基 金 事 業 費 70.1％ 6億円（ 7 → 13億円）

【減の主なもの】

緊 急 雇 用 創 出 事 業 臨 時 特 例 基 金 積 立 金 ▲ 28.9％ ▲ 37億円（ 126 → 89億円）

(5) 農林水産業費
・ ４３４億円で前年度（４８９億円）に比べ５５億円（１１．３％）の減となった。

・ これは、国の補正予算に伴う森林整備加速化・林業再生基金積立金などが減となったこと

によるものである。
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【増の主なもの】

木 造 公 共 施 設 整 備 加 速 化 事 業 費 2,687.5％ 4.8億円（ 0.2 → 5億円）

【減の主なもの】

森 林 整 備 加 速 化 ・ 林 業 再 生 基 金 積 立 金 ▲ 87.7％ ▲ 40億円（ 46 → 6億円）

ふ る さ と 林 道 緊 急 整 備 事 業 費 ▲ 28.2％ ▲ 2億円（ 7 → 5億円）

山地治山事業費 ▲ 32.5％ ▲ 7億円（ 22 → 15億円）

県営農村環境整備事業費 ▲ 54.6％ ▲ 2億円（ 4 → 2億円）

(6) 商 工 費
・ ５６６億円で前年度（５９１億円）に比べ２５億円（４．２％）の減となった。

・ これは、中小企業制度融資貸付金の減などによるものである。

【減の主なもの】

中小企業制度融資貸付金 ▲ 3.0％ ▲ 14億円（ 486 → 472億円）

アクティブＧ施設取得費 皆減 ▲ 8億円（ 8 → 0億円）

(7) 土 木 費
・ ７７６億円で前年度（９２０億円）に比べ１４４億円（１５．６％）の減となった。

・ これは、投資的経費の事業量の減などによるものである。

【減の主なもの】

直轄道路事業負担金 ▲ 26.2％ ▲ 45億円（ 174 → 129億円）

直轄河川事業負担金 ▲ 60.9％ ▲ 41億円（ 67 → 26億円）

直轄砂防事業負担金 ▲ 41.4％ ▲ 9億円（ 22 → 13億円）

地 域 活 力 基 盤 創 造 交 付 金 事 業 費 ▲ 44.7％ ▲ 32億円（ 73 → 41億円）

市 町 村 合 併 支 援 道 路 整 備 事 業 費 ▲ 23.2％ ▲ 24億円（ 103 → 79億円）

(8) 警 察 費
・ ４１５億円で前年度（４１６億円）に比べ１億円（０．２％）の減となった。

・ これは、給与費及び退職手当の減などによるものである。

【減の主なもの】

一般職給与費（警察） ▲ 0.6％ ▲ 2億円（ 313 → 311億円）

退職手当（警察） ▲ 6.9％ ▲ 1億円（ 26 → 25億円）

(9) 教 育 費
・ １，８３６億円で前年度（１，８５９億円）に比べ２３億円（１．２％）の減となった。

・ これは、教職員退職手当などで増となった一方で、給与費の減などによるものである。

【増の主なもの】

退職手当（教育） 7.9％ 12億円（ 153 → 166億円）

公立大学法人岐阜県立看護大学運営交付金 皆増 6億円（ 0 → 6億円）

【減の主なもの】

事務局職員給与費 ▲ 10.4％ ▲ 4億円（ 38 → 34億円）

小学校教職員給与費 ▲ 1.5％ ▲ 9億円（ 611 → 602億円）

中学校教職員給与費 ▲ 1.2％ ▲ 5億円（ 351 → 346億円）

高等学校教職員給与費 ▲ 2.2％ ▲ 7億円（ 313 → 306億円）

子 ど も か が や き プ ラ ン 推 進 事 業 費 ▲ 13.7％ ▲ 3億円（ 17 → 14億円）
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グ リ ー ン ス タ ジ ア ム 施 設 整 備 費 皆減 ▲ 4億円（ 4 → 0億円）

(10) 災害復旧費
・ ３２億円で前年度（３６億円）に比べ４億円（１２．２％）の減となった。

・ これは、過去に発生した災害の復旧経費が減少したことによるものである。

【減の主なもの】

砂防災害復旧費 ▲ 50.5％ ▲ 4億円（ 8 → 4億円）

河川災害復旧助成事業費 皆減 ▲ 1億円（ 1 → 0億円）

(11) 公 債 費
・ １，３２１億円で前年度（１，３４２億円）に比べ２１億円（１．６％）の減となった。

・ これは、県債発行額を抑制してきたことによるものである。


